
 
 

災害発生時等の物資の保管等に関する協定書 

 

 山梨県（以下｢甲」という。）と富岳通運株式会社並びに都留貨物自動車株式会社（以下

｢乙｣という。）は、次のとおり、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の緊急・

救援輸送に係る物資（以下「物資」という。）の保管等に関する協定を締結する。 

 

(趣旨) 

第１条 この協定は、地震、火山噴火、風水害等の災害が発生し、又は発生するおそれが 

 ある場合において、甲から乙に対して行う物資の保管等の要請に関する必要事項を定め

る。 

 

（物資の保管等に関する要請） 

第２条 甲は、物資の保管等を行う上で、乙の応援を必要と認めるときは、乙に対し、次

に     掲げる事項を明示して、文書により要請する。但し、文書をもって要請するいと

まがないときは、口頭で要請し、その後、速やかに文書を提出する。 

（１）災害の状況及び応援を要請する事由 

（２）必要とする保管倉庫の名称 

（３）応援を必要とする期間 

（４）主な保管品目及び数量 

（５）その他参考となる事項 

２ 乙は前項の規定による甲の要請があったときは、可能な限り協力し、物資の保管等を

行う。 
 

 (保管倉庫の報告) 
第３条 乙は、前条第１項の要請に対し、速やかに甲に対して、次に掲げる事項を文書に

より報告する。但し、文書をもって報告するいとまがないときは、口頭で報告し、その

後、速やかに文書を提出する。 

（１）保管倉庫（施設）の名称、使用可能面積 

（２）保管期間 

（３）保管品目及び数量 

（４）その他 

 

（経費の負担） 

第４条 物資の保管等に要した費用（保管料、荷役料及び実費負担額（パレット使用料等

の費用をいう。））は甲が負担する。 

２ 前項の費用のうち倉庫に係る保管料及び荷役料は、災害発生時の山梨県の事業者が定

める料金を基準として、甲乙協議の上、決定する。 

 

（保管料等の支払い） 

第５条 乙は、前条の規定により甲が負担することとなる費用（以下｢保管料等｣という。）    
を甲に請求する。 



 
 

２ 甲は、前項の請求があった場合には、その日から起算して３０日以内に、保管料等を

支払う。但し、予算措置を必要とする場合は、予算措置後３０日以内に支払う。 

 

（事故等） 

第６条 事故の発生等により第３条第１項第１号の事業者による物資の保管等の継続が困

難な事由が発生した場合は、乙は、速やかに他の倉庫の提供その他の措置を講じ物資の

継続保管に努める。 

２ 乙は、物資の保管等の実施に際し事故が発生したときは、甲に対し速やかにその状況   
を報告する。 

 

（災害補償） 

第７条 本協定により業務に従事した者が、当該業務に従事したことに関し死亡・負傷・

疾病等にかかった場合は、次に掲げる場合を除き、その損害の補償について、甲乙誠意

をもって協議する。 

（１）当該業務に従事する者の故意又は重大な過失による場合 

（２）当該損害につき、乙又は当該業務に従事する者が締結した損害保険契約により、保

険給付を受けることができる場合（保険会社により補填されない損害は除く。) 

（３）当該損害が第三者の行為によるものであって、当該第三者から損害賠償を受けるこ

とができる場合（第三者からの賠償で補填されない損害は除く。） 

 

（関係市町村との連絡） 

第８条 本協定に基づく物資の保管等に係る業務の実施に当たり関係市町村との連絡調整

は、原則として甲が実施する。 
 

（情報提供） 

第９条 甲、乙は、それぞれが知り得た災害に関する諸情報をお互いに提供するよう努    
める。 

 

（担当部署及び連絡責任者） 

第１０条 甲、乙は、本協定に基づく物資の保管等に関する担当部署を定めるとともに、    
連絡責任者を選任する。 

２ 甲、乙は、前項の規定により担当部署を定め、連絡責任者を選任した場合は、相互に

通知する。 
 

（実施細目） 

第１１条 この協定の実施に関し必要な手続きその他の事項は、甲、乙協議して実施細

目で決める。 

 

 (協議) 
第１２条 この協定に定めがない事項について疑義が生じた時は、その都度甲、乙が協議

して定めるものとする。 

 



 
 

 

（有効期間） 

第１３条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までの間と  

する。但し、期間満了の日の１ヶ月前までに、甲、乙のいずれかの者が何らかの意思表

示をしない限り、その効力を維持する。 

 

（協定の改訂） 

第１４条 この協定は、甲、乙のいずれかの申し出があったときは、協議して解除又は改

訂することができる。 
 

（実施日） 

第１５条 この協定は、協定締結の日から実施する。 

 

この協定を証するため、本書を３通作成し、各者記名捺印の上、それぞれ１通を保有す

る。 
 

 

平成２９年１１月１６日 
 

甲  山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 
山梨県知事    
 
 
 

乙  山梨県甲府市西下条町１１６７番地８ 
富岳通運株式会社 代表取締役   
 
 
 

山梨県富士吉田市下吉田六丁目２番１号 
都留貨物自動車株式会社 代表取締役社長  
 


